


























































































































































































































































































































































クトチーム 2001；石黒 2003；細川 2005a；横溝 2005；など）。これらの実績
を通じて，さらに実践研究の効力を高めるために，以下の点を開発・改善せね
ばならないことが判明しており，また砂川有里子他（2005）など各所でも指摘
されている。
― 82 ―
a．実践研究の体系的な蓄積
b．実践研究の体系が有用となるために，それが備えるべき情報内容の吟味
c．実践研究のさらなる理論的研究，および普及活動
これまで，日本語教育学会による学会誌『日本語教育』における積極的な
実践報告の掲載の方針表明や，「実践研究フォーラム」等での報告発表機会の
増加など，諸策が講じられてきたが，発表・共有のニーズに応えられるだけの
対応には至っていない現状である。加えて，採用評価基準については，横溝
2005 などがアクション・リサーチの理論を応用するなど提案してきたが，未
だ定まっていない問題も多く，量的な蓄積とそれらの吟味によって，より有
用・有効な実践研究が備えるべき情報内容を明らかにしなければならない。
そしてそのためには，「実践研究」についての理論的研究の進展，およびそ
の広範な普及が必要となっている c.。現在の日本語教育では，二面の乖離，つ
まり“〈理論・理念〉と〈現場・実践〉との乖離”と“〈日本語学校〉・〈大
学〉・〈地域〉の乖離”が大きな障害となっており，この乖離を克服しなければ
ならない。こうした状況は，90年代以降の日本語教育環境の多様化・複雑化
が端緒となっている。そこで教育目標の問い直しが盛んとなってきたが，「何
を・どのように」という論議はあっても，「なぜ」という教育の根本を問う議
論はほとんど行われてこなかった。
少なくともそうした議論・提案を日本語学校・大学・地域間で討議・共有す
る機会は皆無であった。本活動では，それらさまざまな実践を蓄積・データベ
ース化し，多くの教師たちとの対話と議論によって新しい「実践研究」を構築
し，その成果を広く普及させる。よって，それぞれの場所にそれぞれの教育が
求められている現在，本活動は日本語教育の全体的な水準向上が期待できるも
のである。
3–4. これまでの研究実施状況とこの活動の位置づけ
これまでにこの実践研究理論を，細川（2001）は大学院での教師養成におい
て具体的に位置づけ，申請者所属機関においては「実践研究」科目として実現
した（細川 2001・ 2006d）。さらに，日本語教育学会主催の「実践研究フォ
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ーラム」を，研究集会委員会委員長として 2004年以来毎年企画・運営し，内
外の日本語教師による実践研究をめぐる議論の場を提供してきた。
一方で，日本語学校を中心とする日本語教育振興協会は，2001 年より
「実践研究ワークショップ」を，2003 年より「主任教師研修」を，それぞれ開
催している。ここでは，「実践研究とは何か」「研究課題の設定とデータ分析」
「データ収集法」等をテーマとしてさまざまな議論が展開され，方法論的洗練
を試みているが，日本語教育界全体にはまだ広く知られていない。その原因と
して，日本語学校と大学研究機関や地域教育現場との連携が不十分であること
が挙げられる。これは，現場と理論，実践と研究の乖離を象徴するもので，本
活動は，この両者の「実践研究」におけるネットワークを確立し，教育と研究，
実践と理論の統合をめざすものである。
本活動における理論と実践の統合とは，教育内容を中心とした「何を」と教
育方法を中心とした「どのように」から，教育の根本を問う「なぜ」という問
いによって従来の実践データの種類と質を見直し，日本語教育の新しい理論枠
組みを構築するところにある。また，そのことで同時に，大学・地域・日本語
学校・海外との連携を作り出そうとするものである。共通のデータベースとい
う知識枠を構築することで，さまざまな連携が縦横にとることができる上，小
規模な集会を通じた実践研究ネットワークの確立がのぞまれるし，国内外のシ
ンポジウム等で広く議論に参加した実践者による波及効果も期待できよう。
戦後，日本語教育は著しく発展したが，90年代以降，21世紀に入って，ま
すます多様化・複雑化する時代状況において，言語教育としての日本語教育が
どのように対応しなければならないかという課題を，本活動は日本語教育界全
体の問題として社会に問い，かつその問題点を探求するものである。
3–5. 活動スケジュール
本活動では，上記の１．～３．に対応する以下３項目を，記載のスケジュー
ルに従って実施する。
１．対話型フォーラム・データベース（以下，DB）を中心とした知見の
共有と実践研究の理論化
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　戦後の代表的な日本語教育研究誌における実践研究の収集と集積お
よびDB化
　多くの実践者によるさまざまな実践報告の集積とDB化（海外を含
む）
　DB登録内容についての，多くの実践者による討議システムの構築
２．実践研究ネットワークの構築
　DBの運用
　日本語学校・ボランティアを含めた実践者間による各地での実践研
究報告会の開催
３．成果の公開・共有
　学会発表，シンポジウムの開催，書籍としての出版
　DBの継続的運用
おわりに－言語教育実践者の社会参加とは何か
言語教育は、枠組みとしての社会における制度の影響を強く受けつつ、たえ
ず流動する教育研究の領域であり、多言語多文化共生における個と社会の関係
を問うきわめて重要な教育分野である。その日本語教育が、さまざまな政策の
狭間でたえず右往左往する状況のもとにあることを十分に自覚しつつ、「日本
語教育とは何か」という教育活動の大きな枠組みの中で、今後どのような対話
と議論を展開できるかという問題に取り組む必要がある。
こうした言語教育が、社会形成と深い意味を持つことは、すでに自明のこと
だが、この問題は、言語教育政策へと進展していくことになる。政策を、枠組
みとしての社会における制度として考えるならば、政策は政治がつくるもので
あり、政治は、枠組みとしての社会をどうつくるかという行為のシステムと考
えることができる。
では、言語教育実践者はどのようにして社会に参画できるか。
言語教育にとって社会に参画するとは、言語教育実践者が市会議員･町会議
員あるいは市民活動家になることではない。言語教育実践者にとっての社会参
加の第一歩は、教室活動という場面において、イメージとしての社会に対する
個人間の認識の差異･ズレの意識化し、社会と自分との関係について具体的な
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他者との交流の中で自覚化していく行為なのではないのか。言語教育実践者は、
その社会行為者たちの仲介役としての役割を果たさなければならない（ザラト
2005）。その意味で、言語教育実践者が社会に参画することは、いつでもどこ
でも（教室、教室外、地域、海外の別を越えて）可能であるはずだ。
そのとき、枠組みとしての社会には、意思がないことを知るべきである。そ
れは、集団は認識の主体とはなれないことを意味している。あるのは、集団に
おける個人間の合意であり、そして、それを決定するのは、個人の意思である
ということをわたしたちは強く認識すべきだろう。
そのためには、内在する個人の教育観の明確化と、相互交流のための主張と
議論が重要であり、明確な教育観を持ち、社会に対して教育実践者として発言
できる個人の育成が求められている。組織が教育観をもてないことの意味を考
えるとともに、教育実践者としての役割が何であるかをわたしたちは考えねば
ならない。
前述のように、言語教育実践者が社会に参画するとは、あくまでも教室活動
という教育場面において、イメージとしての社会に対する個人間の認識の差
異･ズレの意識化し、社会と自分との関係について具体的な他者との交流の中
で自覚化していく行為からはじまる。
こうした考えは、教室をひとつの社会と捉えるところから始まる（細川
2006a）。教室と教室外を区分し、外の世界が実社会であるとする考え方が日本
語教育では一般的だが、こうした考え方をとるかぎり、最終的に日本語教師
は市民活動家に変身せざるを得ないだろう。教室そのものにおける個人と社会
の問題に関与せずして、言語教育実践者はどのような社会を自らの問題として
捉えられるのか。
だからこそ、言語教師一人一人が固有の実践のための青写真を描かなければ
ならないのである。実践青写真はその人にしか描けないものであるにもかかわ
らず、他者から具体的な方法が示されると、その方法の瑣末な問題ばかりにと
らわれ、理念についての根本的な議論が忘れられるという、最も不幸な現象に
陥ってはいけない。この不幸を乗り越え、どのような対話と議論を展開するこ
とができるのか。
研究室の教育研究の成果を世に問うための NPO法人の設立とその意味は、
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まさにここにあるといえる。この小稿が、大学の教育研究を社会に開くための
一つの視座として読まれることがあれば幸いである。
注
詳細は、次のホームページを参照されたい。http://www.gbki.org
この間の事情については、牲川・細川 2004にくわしく述べた。
細川は、こうした立場形成の一環として、1994年に「学習者主体」という用語を
提案し、その具体的な形として 1998年から勤務先の留学生別科および大学教養課
程の日本語コースにおいて、さまざまな教室活動を展開してきた。1999年に「日
本語文化総合」という概念を提起し、その活動を「総合活動型日本語教育」と命
名したのは 2002年のことである。翌 2003年にはその実践例集を刊行し、2004年
６月には、こうした教育コンセプトのもとで NPO法人を立ち上げ、大学における
教育研究成果を社会にひらく試みとして出版したものが細川＋NPO法人言語文化
教育研究所スタッフ 2004である。さらに、この実践編の刊行を 2007年５月に予定
している。
この議論は、2006年 12月７日に行われた NPO企画会議の席上で提出された意
見に多く基づいている。参加の方々に謝意を表したい。
研究室制度が、大学の公的組織であるかどうかについては議論の余地がある。こ
こでは、暫定的に研究室を教育研究のための運用上の便宜的組織としておこう。
2004年度４月より発足した早稲田大学日本語教育研究センターの契約講師制度は、
大学雇用の非常勤制度のほかに、学内人材派遣事業の一環として日本語教育研究
科修士課程修了生を教室活動に組み込む制度で、単位認定等に関しては、コーデ
ィネータである専任教員が責任を負うものである。
塩谷 2003・ 2004は、教室外の社会を「実社会」と捉え、「教室」を仮のものとし
てみることの問題性を明確に批判している。
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